
五島市監査委員公表第１６号 

 

令和４年１０月の例月財務監査の結果に基づく措置について、五島市長から別紙のとお

り通知を受けたので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定

により公表する。 

 

令和５年７月２６日 

 

                      五島市監査委員 橋 本 平 馬 

                      五島市監査委員 荒 尾 正 登 
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５五総第１２１２号   

令和５年７月２１日   

 

五島市監査委員 橋 本 平 馬 様 

五島市監査委員 荒 尾 正 登 様 

 

五島市長 野 口 市太郎      

 

令和４年度例月財務監査結果報告（令和４年１０月会計伝票監査分） 

に係る措置について 

 

令和５年１月２７日付け４五監第７０１号の例月財務監査の結果における指摘事項に

ついて、次のとおり措置を講じましたので、地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づ

き通知いたします。 

記 

１ 指摘事項 

(1) 無人航空機修繕料に係る資金前渡について 

産業振興部農林課（以下「農林課」という。）は、無人航空機の修繕（以下「本件

修繕」という。）において、無人航空機の製造業者（以下「本件業者」という。）で

なければ修繕ができないこと、及び本件業者が修繕に要する費用（以下「本件修繕

料」という。）を事前に受領しなければ修繕を請け負わないことを理由に、五島市財

務規則（平成１６年五島市規則第４３号。以下「財務規則」という。）第６４条第３

号「即時支払をしなければ調達が困難な物資の……修繕費」の規定を適用して、令

和４年１０月６日に本件修繕料 15,954 円及び口座振込手数料５５０円を資金前渡

の方法により農林課の職員（以下「資金前渡職員」という。）に支出し、同日、資金

前渡職員名で現金自動預け払い機により本件業者に口座振込を行い、同月１４日に

精算している。 

農林課は、本件修繕料を履行確認後に支払うことができないことから、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「自治令」という。）第１６３条第３号「前

金で支払をしなければ契約しがたい請負……に要する経費」の規定を適用して前金

払の方法で支払うことを検討したが、「地方財務実務大全」に「ただ単に相手方が前

金払を強く要望し、これを契約の条件としているだけでは本号に該当しない。」とさ

れていることから、本件修繕料の支払は前金払に該当しないと判断した。 

そこで農林課が、本件修繕料の支払方法について会計課に相談したところ、同課

は、本件修繕の債権者及び債権金額の双方が確定していること、並びに本件修繕を

行わなければ農林課は事業の実施ができないことから、財務規則第６４条第３号の
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規定に該当する旨を農林課に伝えた。これを受けて農林課は、資金前渡の方法によ

り本件修繕料を支払い、精算期間内に履行を確認している。 

しかしながら、財務規則第６４条第１項が「政令第１６１条……第１項第１７号

の規定により次に掲げる経費について市職員をして現金支払をさせるため、その資

金を当該職員に前渡することができる。」と規定しているにもかかわらず、資金前渡

職員は、本件修繕の履行完了後に本件業者に現金支払をするのではなく、履行完了

前に現金自動預け払い機を用いて口座振込の方法で支払をしているから、資金前渡

の要件を満たしていない。よって、本件修繕料を資金前渡の方法により支払うこと

はできない。 

本件修繕については、本件業者が示しているアフターサービス規約において定め

る方法（有償修理の場合：修理希望の場合、クレジット決済または当社口座へお振

込ください。ご入金確認後に対応開始となります。）により有償修理のサービスを受

けるものであるので、前金払をしなければ本件修繕をすることが困難であるとして、

資金前渡の方法ではなく、拡張解釈に過ぎるとの批判はあろうが、自治令第１６３

条第３号の規定を適用して前金払の方法により本件修繕料を支払うべきであった。 

支払方法の適用に当たっては、当該支払の方法がその要件を満たしているかを確

認のうえ、自治令、財務規則等にのっとり、適正な事務処理に努められたい。 

（産業振興部農林課 会計課） 

 

  【講じた措置】 

[産業振興部農林課] 

支払方法の適用については、事前に会計課に相談するとともに、自治令、財務規

則等にのっとり、当該支払の方法がその要件を満たしているかを課内で十分に協議

の上決定し、適正な事務処理に努めてまいります。 

 

[会計課] 

本件のような特殊事例については、処理方法について課内で十分に協議を行い地

方自治法、財務規則等にのっとり、適正な事務処理に努めてまいります。また、事

例検討や自己研鑽に取り組むとともに、職員に向けても会計課だよりや研修を通し

て適正な事務処理について周知徹底いたします。 

 

 

(2) 舅ケ島地区海岸漂着ごみ回収作業時費用弁償について 

  奈留支所は、海岸漂着ごみ回収業務のため、地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号。以下「地公法」という。）第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用

職員（以下「パートタイム会計年度任用職員」という。）としてＡ及びＢを任用し（以
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下任用されたパートタイム会計年度任用職員Ａを「職員Ａ」と、パートタイム会計

年度任用職員Ｂを「職員Ｂ」という。）、通勤に係る費用弁償（以下「費用弁償」と

いう。）を、五島市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年五

島市条例第７号。以下「会計年度職員給与等条例」という。）第２３条第１項に規定

する五島市職員の給与に関する条例（平成１６年五島市条例第４５号。以下「給与

条例」という。）第１６条第１項各号に定める通勤手当の支給要件に該当するとして、

職員Ａには日額１００円（片道３．０ｋｍ）の、職員Ｂには日額１００円（片道４．

９ｋｍ）の会計年度任用職員勤務条件通知書（以下「通知書」という。）をそれぞれ

交付している。任用終了後、奈留支所は、費用弁償として職員Ａから８４０円（日

額２１０円（片道５.５ｋｍ）×４日分）の、職員Ｂから８４０円（日額２１０円（片

道５.４ｋｍ）×４日分）の請求書を令和４年９月１２日に受領していたが、当該請

求書を市民生活部生活環境課（以下「生活環境課」という。）に送達するのが遅れた

ため、奈留支所に関する支出命令事務を分掌する生活環境課は、費用弁償を同年１

０月１４日に支払うべきところ、同月２８日に支出した。その際、奈留支所及び生

活環境課は、通知書の費用弁償の単価と請求書に記載された単価を突合していない。 

通知書と請求書に記載された費用弁償の単価が相違していることについて監査委

員事務局が奈留支所に確認したところ、奈留支所は通知書を作成する際に、職員Ａ

及び職員Ｂを本件とは別の就業場所で任用した通知書を複写して作成したが、費用

弁償を本件の就業場所で算出しなかったことが判明した。通知書の費用弁償が誤り

であり、費用弁償の額は、職員Ａが日額２１０円（片道５．３ｋｍ）、職員Ｂが日額

２１０円（片道５．４ｋｍ）とそれぞれ訂正した通知書の写しを受理した。 

しかし、職員Ａの費用弁償については、監査委員事務局が調べたところ片道５．

０ｋｍ未満と思われたため、この算出の経路及び方法について再度奈留支所に確認

したところ、日額１００円（片道４．２ｋｍ）が正当であり、訂正した通知書と請

求書に記載された費用弁償の単価が誤りであるとの報告を受けた。 

奈留支所は、費用弁償額を算出するに当たり、自動車等の使用距離（以下「使用

距離」という。）をインターネットの地図情報提供サービスを使用して算出している

が、実際の住所地が地図情報提供サービスの示す住所地と異なっていたこと、住所

地から就業場所まで最短の経路ではなかったことが誤りの原因である。 

費用弁償の算出に当たっては、まずパートタイム会計年度任用職員から通勤届を

提出させ、地図情報提供サービスなどで使用距離を確認すべきである。また、住所

地から就業場所までの経路については、会計年度職員給与等条例第２３条第２項に

おいてその例によることとされる五島市職員の通勤手当に関する規則（平成１６年

五島市規則第３６号。以下「通勤手当規則」という。）第２条の給与条例「第１６条

に規定する･･････自動車等の使用距離は、一般に利用しうる最短の経路の長さによ

るものとする。」の規定及び第６条の「普通交通機関等（新幹線鉄道等及び橋等以外
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の交通機関等をいう。以下同じ。）に係る通勤手当の額は、運賃、時間、距離等の事

情に照らし最も経済的かつ合理的と認められる通常の通勤の経路及び方法により算

出するものとする。」の規定に基づき、住所地から就業場所まで最も経済的かつ合理

的と認められる通常の通勤の経路及び方法により算出すべきである。 

したがって、職員Ａの費用弁償は、４００円（日額１００円（片道４．２ｋｍ）

×４日分）となるところ、８４０円を支給しているから、過支給額４４０円が生じ

ているので、速やかに返納の手続きを執られたい。支出伝票については、請求書に

記載された単価が通知書の費用弁償に基づいているかチェック体制を強化し、費用

弁償の算出に誤りがないよう、通勤手当規則、五島市会計年度任用職員の任用マニ

ュアル（令和元年１１月総務課発行。以下「任用マニュアル」という。）にのっとり、

適正な事務処理に努められたい。 

さらに、支払の遅延は、相手方に経済的な負担を与えるばかりでなく、市に対す

る信用を失墜させる行為であるので、請求書を受理してから支払を完了するまでの

事務処理体制を見直し、職員一人ひとりが細心の注意を払って法令遵守するよう、

内部統制を強化されたい。 

（奈留支所 市民生活部生活環境課） 

 

【講じた措置】 

[奈留支所] 

指摘後に任用通知書を訂正し、職員Ａへ事情を説明したのち生活環境課へ返納理

由書とともに送付しました。 

費用弁償の算出に当たっては、パートタイム会計年度任用職員から通勤届を提出

させ、地図情報提供サービスを使用し、実際の住所地から就業場所までの一般に利

用しうる最短の経路の距離を正確に計測します。また、会計年度任用職員任用の決

裁時には、通勤届とあわせて住所地、就業場所、計測距離が分かる地図等を添付す

ることとし、チェック体制を強化してまいります。 

業務において支払が生じる場合は、履行を行った者が債権者に対して速やかに請

求書の提出を促し、受理した請求書は直ちに本庁へ送付するとともに、その旨連絡

するよう指導を徹底してまいります。 

 

[生活環境課] 

指摘後に訂正された任用通知書の記載事項を確認し、令和５年２月６日に戻入命

令書を起票し、職員Ａに過支給額４４０円の返納を通知して同月１５日付けで入金

を確認しました。 

当該伝票の処理については、伝票起票の依頼があった時点で既に支払期日を過ぎ

ており、至急支出する必要があったため、添付書類の突合が普段よりも疎かになっ
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てしまいました。 

請求書以外の添付書類がある場合は、全ての記載事項に齟齬がないか確認を徹底

してまいります。 

また、業務において支払が生じる場合は、履行の確認を行った者が債権者に対し

て速やかに請求書の提出を促し、受理した請求書は直ちに伝票起票者に送付すると

ともに、その旨連絡するよう指導を徹底してまいります。 

 

 

２ 意見 

(1) 会計年度任用職員の任用について 

福祉保健部こども未来課（以下「こども未来課」という。）は、令和４年度子育て

応援臨時特別給付金に関する業務（申請受付等事務）のため、パートタイム会計年

度任用職員Ｃ（以下「職員Ｃ」という。）を令和４年８月１日から同年１０月３１日

までの任用期間で任用していたが、当該給付金の申請が９月末時点で９割と想定よ

りも早く申請がなされたこと、また児童扶養手当等の年次更新用現況届の受付の繁

忙期を過ぎたため、こども未来課の他の職員での対応ができることから、職員Ｃに

任用期間を短縮したい旨を伝え、口頭による承諾を得た。そこで、令和４年９月２

７日に任用期間短縮の伺いを起案し、総務企画部総務課（以下「総務課」という。）

に合議したうえで、任用期間を同年８月１日から同年９月３０日までに変更（３１

日短縮）する旨の決裁を得ている。また、令和４年度子育て世帯生活支援特別給付

金に関する業務（申請受付等事務）のため、パートタイム会計年度任用職員Ｄ（以

下「職員Ｄ」という。）を令和４年７月１２日から同年１０月１２日までの任用期間

で任用していたが、職員Ｃと同様の理由及び方法により、任用期間を同年７月１２

日から同年９月３０日までに変更（１２日短縮）する旨の決裁を得ている。 

その際、こども未来課は、任用期間の短縮について承諾したことを証する書面（退

職願等）を職員Ｃ及び職員Ｄから徴しておらず、任用期間短縮の伺い書に任用期間

の短縮について口頭により合意があった旨の記載もしていない。また、こども未来

課は、職員Ｃ及び職員Ｄに対し、任用期間（勤務条件）が変更になる旨を口頭で伝

えるのみで、退職を承認する旨の辞令も任用期間を変更する旨の通知書も交付して

いない。こども未来課は、後の紛争を避けるために、上記退職願等を職員Ｃ及び職

員Ｄから徴すべきであり、任用期間短縮の伺い書に上記合意があった旨を記載すべ

きである。 

通知書の交付については、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基法」

という。）第１５条が「使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労

働時間その他の労働条件を明示しなければならない。」と規定し、明示すべき事項と

して労働基準法施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第５条第１項第１号に「労
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働契約の期間に関する事項」が掲げられ、同条第４項で書面の交付により明示しな

ければならないと規定するから、こども未来課は、任用期間を変更した通知書を交

付すべきである。 

会計年度任用職員の退職には、普通退職（自己都合など）、勧奨退職（任命権者が

退職を勧奨し、これに応じて退職する）、分限免職、懲戒免職、失職及び死亡退職が

ある。 

本件パートタイム会計年度任用職員の任用期間の短縮について、こども未来課及

び総務課は普通退職であると主張するところ、上記の事実からすると、任用期間短

縮についての承諾の強要、実質的な解雇とみなされるおそれがないわけではない（も

っとも、パートタイム会計年度任用職員の解雇には、上記の分限免職と懲戒免職が

あるが、本件については、これらに必要な手続きが何ら採られていないことなどか

ら、「解雇」に当たるとまでいうことはできないであろう。）。 

任用期間を短縮することは、行政処分（行政行為である任用の撤回）であるから

退職の事由が明確となるよう事務処理を見直されたい。 

なお、これに先立って、任用期間が変更とならないよう、事務量等を適切に把握

したうえで任用を決定すべきである。 

職員の任用に当たっては、地公法、労基法、労働基準法施行規則等及び任用マニ

ュアルにのっとり、適正な事務処理に努められたい。 

ところで、総務課は、令和元年度まで日々雇用の職員を除き、すべての職員に辞

令を交付していたが、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２

９年法律第２９号）による地公法及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の改

正により、令和２年４月１日から会計年度任用職員制度が開始されたことに伴い、

会計年度任用職員の辞令については、「任用期間や業務内容など雇用形態が多様で

あることに加え、年間を通して雇用の件数も多いことから、辞令の交付を省略する

取扱いをしている」ことを理由に交付していない。さらに、令和２年度は、表題を

「会計年度任用職員任用通知書」とする書面に、会計年度任用職員として任用する

旨を記載したうえで、その勤務条件を記載していたが、令和３年度からはその表題

を「会計年度任用職員勤務条件通知書」に変更し、会計年度任用職員として任用す

る旨の記載を削除して口頭で行うこととし、勤務条件のみを記載する扱いとしてい

る。 

市が職員を任用する行為が行政処分であること、五島市文書管理規則（平成１６

年五島市規則第１１号）第４条に「事務は、文書によって処理することを原則とす

る。」と規定することから、任用行為に当たっては、書面をもって行うよう通知書の

様式を令和２年度の様式に戻すとともに、職員の辞令式に関する訓令の制定につい

て検討されたい。 

（福祉保健部こども未来課 総務企画部総務課） 
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【講じた措置】 

[福祉保健部こども未来課] 

今後、会計年度任用職員を任用する際は、指摘された内容に留意し、適切な事務処

理に努めてまいります。 

 

[総務企画部総務課] 

    会計年度任用職員の任用通知につきましては、任用通知書の様式を変更し、令和５

年３月２日付け４五総第３１４７号にて通知を行い、令和５年度より令和２年度の

様式に戻しています。 

また、職員の辞令式に関する訓令の制定については、県内及び全国において制定し

ている自治体は少なく、現段階において制定の予定はありませんが、引き続き検討し

てまいります。 


